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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism —
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　　　　　　　　　　　平成30年3月23日
海事局総務課
国際企画調整室
第４回日米海事協議の開催結果について
～ 海事分野における安全・環境問題を中心とした諸課題への対応に向け、
日米両国が共同歩調をとることで一致 ～

　国土交通省海事局は、平成30年3月19日（月）に米国の海事当局との間で「第４回日米海事協議」を開催し、安全・環境問題や造船業への公的支援に対する対応等、海事分野における諸問題への対応に向け、日米両国間が共同歩調をとることで一致し、本協議の継続実施についても合意しました。

国土交通省海事局（ヘッド：蒲生海事局長）は、米国運輸省海事局（ヘッド：マーク・バズビー長官）との間で「第４回日米海事協議」を平成30年3月19日（月）に国土交通省国際会議室で開催しました。
この協議は、平成26年8月より原則年１回継続的に開催されているものです。今回の協議の主な結果は以下の通りであり、安全・環境問題や造船業への公的支援に対する対応等、海事分野における諸問題への対応に向け、日米両国間が共同歩調をとることで一致し、また、今後も本協議を継続的に実施していくこととなりました。
《主な協議結果》　※個別の内容については、別紙をご覧下さい。
1. 自動運航船について、技術開発の段階的な進捗に対応した規制の整備の必要性について認識を共有し、今後国際海事機関（IMO）における審議で日米が協力していくことを確認。
2. 環境分野においては、IMOにおける温室効果ガス（GHG）削減戦略の４月の合意に向け、両国が引き続き協力していくことを確認するとともに、シップ・リサイクル条約の早期発効が船舶解体の適正な実施に重要であるという認識を共有。また、米国が実施しているバラスト水管理に関する独自の地域規制に関して、我が国から早期に国際条約と整合を図ること等を要請。
3. 造船分野においては、韓国や中国で実施されている造船業への公的支援が、造船市場を歪曲し、供給能力過剰問題の是正を遅らせる原因となりうるという懸念を共有するとともに、今後本件への対応について、日本と米国で協力していくことで一致。
4. パナマ運河拡張後の効果と課題について認識を共有したほか、多国間の交渉枠組みの重要性を共有し新たなサービス貿易協定（TiSA）策定に向けた米国の積極的参加を働きかけ。

（別紙）
1. 海事安全分野及び自動運航船関係　

　IMO における海事安全分野の審議に関し、係船作業の安全対策、船上クレーンの安全対策及び浸水事故時の旅客船の安全要件策定について、その適切な安全対策についての日本の考えを説明したところ、米国からは日本の考えに対して理解が示された。今後、IMOにおける海事安全分野での協力を行うことを確認した。

自動運航船については、両国の政府における取組について説明するとともに、世界的に技術開発が進められている中で、規制の整備が重要であるという共通認識のもと、我が方から本年５月に開催される第99回海上安全委員会（MSC 99）から開始される「自動運航船の規制面での論点整理」に対しては、論点整理の実施に際して遠隔操船や部分的な自動化・自律化も考慮すべきであること等について両国間で認識を共有した。
2. 海事分野における環境問題
(1) 温室効果ガス（GHG）削減対策について、IMOにおけるGHG削減戦略※の４月の合意に向け、両国が引き続き協力していくことを確認した。
※ 国際海運のGHG削減目標やその実現のための対策等を包括的に定めたIMOの戦略
(2) シップ・リサイクル条約について、今月、我が国が条約締結に向けた国内法案を閣議決定したことを紹介するとともに、安全・環境に配慮した船舶の解体を確保するために同条約の早期発効が重要であるという認識を両国が共有した。
(3) 米国におけるバラスト水管理の独自規制に関し、海運業界への過度な負担と国際貿易の混乱を防ぐため、早期に国際条約と整合を図るとともに、既に条約適合設備を搭載した船舶に対して設備の積み替えを要求しないよう要請した。
3. 造船業における協力
韓国や中国で実施されている造船業への公的支援が、造船市場を歪曲し、供給能力過剰問題の是正を遅らせる原因となりうるという懸念を共有するとともに、今後本件への対応について、日本と米国で協力していくことで一致した。
4. 外航海運における最近の動向
パナマ運河拡張後の効果と課題について、拡張後から新たに通航可能となったLNG運搬船の通航枠数や運河通行料金について認識を共有したほか、新たなサービス貿易協定（TiSA）について、近年自国海運を優遇する制度を設けようとする国が見受けられることに鑑み二国間交渉だけでなく多国間の交渉枠組みの重要性を共有し、TiSA策定に向けた
米国の積極的な参加を働きかけた。また、外航海運における船社間協定（アライアンス）の再編、邦船３社（日本郵船、商船三井及び川崎汽船）によるコンテナ統合新会社ONE（Ocean Network Express）の4月からのサービス開始等の外航海運における最近の動向や産業政策と競争政策の関係について、意見交換した。
5. 日米海事当局間の交流強化
　従前より両国における研修制度等を活用した職員の相互派遣について検討を行った結果、本年７月より我が国海事局職員１名をMARADに派遣することとなった成果を共有した。
6. その他
　先方から日米海事当局による定期的会合の重要性について言及があるとともに、本会合の継続的開催及び次回は来年春頃を目処に米国で開催することで合意された。
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【問い合わせ先】


海事局総務課国際企画調整室　臼井、西村、松田 


代表：	03-5253-8111（内線45-601、44-401、45-611）


直通：	03-5253-8656　FAX：03-5253-1642








